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第１章 計画策定にあたって 

１．計画策定の背景 

我が国では、2000年以降人口減少が進み、本格的な人口減少社会を迎えようとして

おり、これまで経験したことのない超高齢・人口減少社会に対応しなければなりませ

ん。都市部での急激な高齢化、地方では若年層はもとより高齢人口も減少していくこ

とから、経済のみならず社会に及ぼす影響は計り知れません。既に地域経済において

は、都市部への人の流れが集中し、労働力不足が深刻化しています。また、少子高齢

化は社会保障制度における給付と負担のバランスなど、制度そのものの在り方につい

ても関心が高まっています。 

そうしたなか、各地域ではそれぞれの地域の特性を活かした取り組みが進められて

おり、なかでも情報技術を取り入れた一次産業をはじめとする各産業のＩＣＴ利活

用は目覚ましく、新しい働き方に加え、今後もあらゆる可能性があることからさらな

る拡がりが期待されています。また、交流人口の拡大や地域経済の活性化に向けては、

国・地方においても積極的に地方創生の取り組みを推進していますが、都市部との地

域格差の解消までには至っておりません。 

本市においては、人口減少が進むなかにあっても地域で暮らし続けることができる

持続可能なまちづくりに向け、平成 27年に策定した須崎市総合計画において、「未来

へつなぐ元気創造のまち」をまちづくりの未来像に掲げ、これまでの５年間にわたっ

てさまざまな取り組みを市民の皆様とともに進めてきました。 

また、地方創生に向けた「須崎市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に基づき、産

業の活性化による雇用の創出、若い世代が地域に残り、仕事や結婚・子育てをしたい

と思えるような魅力あるまちづくり、移住定住の促進、人々の暮らしを守る地域づく

りなど人口減少を克服するために、さまざまな施策に取り組んできました。 

一方、2011年の東日本大震災や 2016年の熊本地震などの大規模地震、各地での集

中豪雨による被害など大規模災害が続くなか、近い将来起こるとされる南海トラフ地

震などへの対策も大きな課題であり、これまでの自然災害を教訓に住民の防災意識の

向上とともにハード・ソフト両面での防災・減災対策を進め、安心・安全の確保につ

なげていく必要があります。 

このように、社会情勢や地域課題に的確に対応し、よりよい須崎市を築き住民満足

度を高めることが須崎市の未来へつながっていきます。こうしたなか、新しくまちづ

くりの方向性を明らかにすることを目的に、市民との協働によるまちづくりという須

崎市自治基本条例の基本理念に則り、須崎市総合計画を策定します。  

                             
 ＩＣＴとは、「Information and Communication Technology」の略で、通信技術を活用した

コミュニケーションを指し、情報・通信に関する技術の総称です。 
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２．須崎市の現状 

須崎市の人口は、５カ町村が合併した翌年の昭和 30年には 34,192人であり、一時

増加傾向を示したものの、その後、減少傾向となり、平成５年度末には 29,757 人と

３万人を割り込むこととなりました。また、その後も人口減少が続き、減少率も年を

追うごとに増加しています。 

この背景には、進学や就職による若者の都市部への流出、また少子化といった課題

があり、この傾向は今後も続くことが予想されています。今後、日本全体が本格的な

人口減少時代を迎えますが、本市では、これまでの事業を引き続き実施していくとと

もに、さらなる取り組みの強化・拡大が必要となっています。 

 

１ 人口・世帯 

（１）総人口の推移 

本市の総人口は、平成 12年に 27,569人となっており、以降、ゆるやかに減少傾

向が続き、平成 27年には 4,963人減少して、22,606人となっています。 

５年ごとの人口増減率をみると、平成 12年から平成 17年にかけては 5.5％の減

少、平成 17年から平成 22年にかけては 5.1％の減少、平成 22年から平成 27年に

かけては 8.5％減少しており、その幅が大きくなっています。 

 

図表 総人口の推移 

 

資料：国勢調査（各年 10月１日現在） 
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（２）年齢３区分別人口割合の推移 

年齢３区分別人口割合をみると、年少人口及び生産年齢人口割合はともに減少

が続いています。年少人口は平成 12 年に 13.7％でしたが、平成 27 年には 3.6％

減少して 10.1％、生産年齢人口は平成 12年には 61.1％でしたが、平成 27年には

7.6％減少し、53.5％となっています。その一方で、老年人口の割合は増加してお

り、平成 12年の 25.2％から平成 27年には 11.0％増加して、36.2％となっていま

す。 

 

図表 年齢３区分別人口割合の推移 

 

資料：国勢調査（各年 10月１日現在） 

※構成比は端数処理の関係で合計が 100％と一致しない場合があります。 

 

（３）世帯数と１世帯当たり人数の推移 

世帯数については、平成 12年の 9,708世帯をピークに減少が続いており、平成

27年には 587世帯減少した 9,121世帯となっています。 

１世帯当たり人員については、ゆるやかな減少がみられ、平成 12年以降、３人

を割り込んでいます。 

 

図表 世帯数と１世帯当たり人数の推移 

 

資料：国勢調査（各年 10月１日現在） 

13.7% 12.4% 11.1% 10.1%

61.1% 59.8% 57.0% 53.5%

25.2% 27.8% 31.8% 36.2%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

年少人口（15歳未満） 生産年齢人口（15-64歳） 老年人口（65歳以上）

9,708 9,543 9,323 9,121

2.8 2.7 2.7 2.5

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

（人）（世帯）

世帯数 １世帯当たり人員



 

5 

２ 人口動態 

（１）出生数・死亡数の推移 

出生数については、平成 29年までは 100人台を維持していましたが、平成 30年

には、前年から 48人減少して 91人となっています。また、死亡数については、年

ごとに若干の増減はありますが、300人を超える状況が続いており、今後も出生数

より死亡数が多い状態（自然減）が続くものと予想されます。 

 

図表 出生数・死亡数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数（各年１月１日～12月 31日） 

 

（２）転入数・転出数の推移 

転入数については、平成 28年以降減少傾向にあり、平成 30年には 826人となっ

ています。一方、転出数については、おおむね増加傾向にあり、平成 30年には 1,045

人となっています。転入数より転出数が多い状態（社会減）が続いており、転入数

と転出数の差は、今後も拡がっていくものと予想されます。 

 

図表 転入数・転出数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数（各年１月１日～12月 31日） 
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３．市民アンケート調査 

１ 調査の概要 

「須崎市総合計画」の策定に先立ち、本市の行政サービスに対する市民の満足度、

重要度や市政への意見を把握し、計画に反映させるため、アンケート調査を実施し

ました。 

 

① 調査期間 

令和元年６月 21日から令和元年７月 31日 

 

② 調査対象者 

市内在住 18歳以上の市民（令和元年５月末現在）から無作為抽出した 1,500人 

 

③ 配布数・回収数 

配布数 有効回収数（回答者数） 回答率 

1,500 467 31.1％ 

※回答者数は 467 名でしたが、一部未回答などにより設問ごとの回答者数に差がありま

す。 
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２ 調査結果の概要 

（１）回答者の性別と世代別の構成 

① 性別 

回答者の性別は、「男性」が 41.6％、「女性」が 58.4％となっています。 

 

図表 回答者の性別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 世代 

回答者の世代別構成は、「10代」が４名、「20代」が 23名、「30代」が 43名、

「40代」が 61名、「50代」が 71名、「60代」が 94名、「70代以上」が 168名とな

っています。 

 

図表 回答者の世代別構成 
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（２）須崎市への愛着度 

須崎市への愛着について、『感じている』と『どちらかといえば感じている』を

合わせると、10 代が 100.0％、20 代が 60.8％、30 代が 61.9％、40 代が 55.0％、

50代が 66.2％、60代が 79.2％、70代以上が 74.4％となっています。一方、『どち

らかといえば感じていない』と『感じていない』を合わせると、20代が 26.0％と

最も高く、次いで 50代が 24.0％、30代が 23.8％となっています。 

 

図表 須崎市への愛着度 
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（３）須崎市の住みやすさ 

須崎市の住みやすさについて、『住みやすい』と『どちらかといえば住みやすい』

を合わせると、世代別では 70代以上が 59.5％と最も高く、次いで 60代が 52.2％

となっており、地区別では「安和」が 62.6％と最も高く、次いで「吾桑」が 59.5％、

「須崎」が 54.7％となっています。一方、『どちらかといえば住みにくい』と『住

みにくい』を合わせると、世代別では 50 代が 35.2％と最も高く、次いで 30代が

34.9％、20代が 34.7％となっています。また地区別では、ほとんどの地区で『住

みやすい』と『どちらかといえば住みやすい』を合わせた割合は 50％前後となっ

ていますが、南地区においては 33.4％と低くなっています。 

図表 須崎市の住みやすさ（世代別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 須崎市の住みやすさ（地区別） 

  

21.7%

9.3%

6.6%

8.5%

21.3%

19.6%

15.5%

50.0%

21.7%

39.5%

34.4%

31.0%

30.9%

39.9%

35.1%

21.7%

11.6%

16.4%

18.3%

9.6%

6.0%

11.2%

13.0%

23.3%

16.4%

16.9%

11.7%

8.9%

13.1%

50.0%

21.7%

14.0%

24.6%

25.4%

23.4%

21.4%

22.4%

2.3%

1.6%

3.2%

4.2%

2.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

10代

20代

30代

40代

50代

60代

70代以上

計

住みやすい どちらかといえば住みやすい どちらかといえば住みにくい 住みにくい どちらともいえない 未回答

31.3%

14.9%

8.1%

25.9%

14.6%

19.7%

12.7%

6.7%

15.7%

31.3%

34.0%

51.4%

18.5%

31.7%

35.0%

35.8%

26.7%

35.0%

10.6%

8.1%

7.4%

4.9%

12.0%

14.5%

13.3%

11.2%

12.5%

12.8%

16.2%

18.5%

14.6%

10.3%

12.7%

20.0%

13.1%

25.0%

23.4%

16.2%

25.9%

29.3%

20.5%

21.8%

26.7%

22.3%

4.3%

3.7%

4.9%

2.6%

2.4%

6.7%

2.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

安和

浦ノ内

吾桑

上分

新荘

須崎

多ノ郷

南

計

住みやすい どちらかといえば住みやすい どちらかといえば住みにくい 住みにくい どちらともいえない 未回答



 

10 

（４）須崎市の行政課題に対する取り組みへの満足度 

① 生活環境・防災 

須崎市の生活環境・防災に対する取り組みの現状の満足度について、『まあ満足

である』と『満足している』を合わせると、「９ 生活衛生に対する取り組み」が

30.1％と最も高く、次いで「１ 自然環境の保全」が 29.4％、「11 消防・救急体制

の推進」が 27.9％となっています。一方、『満足していない』と『あまり満足して

いない』を合わせると、「５ 公共交通機関の確保」が 47.7％と最も高く、次いで

「６ 道路や側溝の整備」が 47.4％、「８ 公園や広場、子どもの遊び場の整備」が

38.6％となっています。 

 

図表 須崎市の生活環境・防災に対する取り組みへの満足度 
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満足していない あまり満足していない 普通 まあ満足である 満足している 未回答
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須崎市の生活環境・防災に対する取り組みにおいて、特に『満足していない』の

割合が高い「５ 公共交通機関の確保」と「６ 道路や側溝の整備」を地区別にみて

いくと、「公共交通機関の確保」については、「安和」が 75.1％と最も高く、次いで

「浦ノ内」が 68.1％、「吾桑」が 59.4％となっています。また、「道路や側溝の整

備」については、「吾桑」が 62.2％と最も高く、次いで「浦ノ内」が 51.1％、「多

ノ郷」が 50.3％となっています。 

 

図表 公共交通機関の確保に向けた取り組みへの満足度（地区別） 

 

図表 道路や側溝の整備の取り組みへの満足度（地区別） 
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② 健康・福祉・子育て 

須崎市の健康・福祉・子育てに対する取り組みの現状の満足度について、『まあ

満足である』と『満足している』を合わせると、「15 健康づくりに向けた各種施策

の充実や健康診断などの取り組み」が 28.0％と最も高く、次いで「18 保育サービ

スや子育て支援の充実」が 17.0％となっています。一方、『満足していない』と『あ

まり満足していない』を合わせると、「16 高齢者福祉の充実」が 28.7％と最も高

く、次いで「17 障害者福祉施策の充実、地域生活支援」が 20.7％となっています。 

図表 須崎市の健康・福祉・子育てに対する取り組みへの満足度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 産業・雇用 

須崎市の産業・雇用に対する取り組みの現状の満足度について、『まあ満足であ

る』と『満足している』を合わせると、「24 観光振興に関する取り組みや各種イベ

ントの開催」が 20.7％と最も高くなっています。一方、『満足していない』と『あ

まり満足していない』を合わせると、「25 宿泊施設の整備、確保」が 36.4％と最

も高くなっています。 

図表 須崎市の産業・雇用に対する取り組みへの満足度 
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19 農業経営の安定化や担い手の育成確保

20 林業経営の安定化や担い手の育成確保

21 森林の整備・活用と保全意識の醸成

22 水産業の振興や担い手の育成確保

23 商工業の振興のための取り組み

24 観光振興に関する取り組みや各種イベント

の開催

25 宿泊施設の整備、確保

26 雇用や就労の場の確保

27 市外からの移住・定住の促進

満足していない あまり満足していない 普通 まあ満足である 満足している 未回答

3.2%

7.8%

5.8%

6.5%

9.9%

20.9%

14.9%

12.5%

55.0%

50.4%

59.5%

54.5%

21.3%

13.1%

9.7%

13.6%

6.7%

3.4%

2.4%

3.4%

3.9%

4.3%

7.8%

9.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

15 健康づくりに向けた各種施策の充実や
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④ 地域・暮らし 

須崎市の地域・暮らしに対する取り組みの現状の満足度について、『まあ満足で

ある』と『満足している』を合わせると、「31 役所での手続きのしやすさや親切度」

が 23.7％と最も高く、次いで「29 広報紙などでの情報提供や市民からの意見聴取」

が 15.9％となっています。また、特に『満足していない』の割合が高い「33 買い

物弱者への支援」について、地域別にみると、「吾桑」が 59.4％と最も高く、次い

で「安和」が 56.3％、「南」が 53.4％、「浦ノ内」が 53.2％、「須崎」が 52.2％、

「多ノ郷」が 50.3％、「新荘」が 46.3％、「上分」が 37.0％となっています。 

 

図表 須崎市の地域・暮らしに対する取り組みへの満足度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 買い物弱者を支援する取り組みへの満足度（地区別） 

  

12.5%

10.6%

13.5%

11.1%

7.3%

21.4%

19.4%

26.7%

17.0%

43.8%

42.6%

45.9%

25.9%

39.0%

30.8%

30.9%

26.7%

34.0%

18.8%

36.2%

32.4%

44.4%

34.1%

28.2%

40.6%

40.0%

35.3%

3.7%

7.3%

4.3%

2.4%

2.8%

2.6%

0.6%

0.9%

25.0%

10.6%

8.1%

14.8%

12.2%

12.8%

6.1%

6.7%

10.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

安和

浦ノ内

吾桑

上分

新荘

須崎

多ノ郷

南

計

満足していない あまり満足していない 普通 まあ満足である 満足している 未回答

5.8%

5.4%

5.4%

8.8%

6.9%

17.0%

16.2%

10.6%

13.3%

13.4%

14.0%

34.1%

59.1%

59.1%

61.5%

49.1%

61.6%

35.6%

6.0%

12.9%

6.2%

17.9%

3.9%

2.8%

1.3%

3.0%

2.8%

5.8%

1.7%

0.9%

11.6%

9.1%

10.8%

5.0%

11.9%

9.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

28 市民参加の協働のまちづくりへの

取り組み

29 広報紙などでの情報提供や市民からの

意見聴取

30 地域の組織に関する取り組み

31 役所での手続きのしやすさや親切度

32 消費者保護対策

33 買い物弱者への支援
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⑤ 教育・文化 

須崎市の教育・文化に対する取り組みについて、『満足していない』と『あまり

満足していない』を合わせると、「36 図書館サービス充実」が 30.1％と最も高く、

次いで「38 スポーツ活動の推進や体育施設整備」が 23.5％、「37 芸術文化活動の

推進や文化施設整備」が 20.6％となっています。 

 

図表 須崎市の教育・文化に対する取り組みへの満足度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ アンケート調査結果からみえる課題 

 須崎市への「愛着度」と「住みやすさ」について 

須崎市への愛着について、『どちらかといえば感じていない』と『感じていない』

を合わせると、20代が 26.0％と最も高く、次いで 50代が 24.0％、30代が 23.8％

となっています。一方、60 代以上の世代は、『感じている』と『どちらかといえば

感じている』を合わせると 70％を超えるなど愛着が高く、20 代～50 代までの世代

は愛着が低い傾向にあります。 

また、須崎市の住みやすさについて、『どちらかといえば住みにくい』と『住みに

くい』を合わせると、50 代が 35.2％と最も高く、次いで 30 代が 34.9％、20 代が

34.7％となっており、この結果からも「須崎市への愛着」同様、60代以上の世代は

『住みやすい』と『どちらかといえば住みやすい』を合わせると 50％を超えるなど、

住みやすいと感じており、20 代～50 代までの世代が住みにくいと感じている傾向

があります。 

自由意見への記載からも、60代以上の世代は、住み慣れた土地として須崎市への

愛着を持ち、また 20 代～50 代までの若い世代は、買い物やレジャー施設などの都
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34 小中学校の教育環境の整備

35 生涯学習活動の推進や社会教育施設

整備

36 図書館サービスの充実

37 芸術文化活動の推進や文化施設整備

38 スポーツ活動の推進や体育施設整備

39 学校・家庭・地域の連携による教育の

推進

40 青少年の健全育成への取り組み

41 人権尊重や男女共同参画の取り組み
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市部との機能差による住みにくさを感じている傾向にあります。 

 

 須崎市の行政課題に対する取り組みの満足度について 

①生活環境・防災について 

須崎市の生活環境・防災に対する取り組みの現状の満足度について、『満足してい

ない』と『あまり満足していない』を合わせると、「公共交通機関の確保」に向けた

取り組みが 47.7％と最も高く、次いで「道路や側溝の整備」の取り組みが 47.4％、

「公園や広場、子どもの遊び場の整備」の取り組みが 38.6％、「高台整備」の取り

組みが 34.9％となっています。特に「公共交通機関の確保」については、安和地区

における満足度が低く、地区ごとに大きな差があることから、移動手段の取り組み

は地域の特性を踏まえた内容の検討をしていく必要があります。さらに、自由意見

をみると、事故や災害に不安を感じている意見が多いことから、インフラ整備の充

実に努めていく必要があります。 

②健康・福祉・子育てについて 

須崎市の健康・福祉・子育てに対する取り組みの現状の満足度について、『満足し

ていない』と『あまり満足していない』を合わせると、「高齢者福祉の充実」が 28.7％

と最も高く、次いで「障害者福祉施策の充実、地域生活支援」が 20.7％となってい

ます。今後においても、高齢者や障害者の福祉向上につながるサービスの充実に向

けた取り組みが必要となっています。また、自由意見では、「保育サービスや子育て

支援の充実」を求める声が多くみられます。「①生活環境・防災について」でもある

ように、公園や遊び場の整備を期待する意見がみられることから、子育てしやすい

環境づくりを行っていく必要があります。 

③産業・雇用について 

須崎市の産業・雇用に対する取り組みの現状の満足度について、『満足していな

い』と『あまり満足していない』を合わせると、「宿泊施設の整備、確保」が 36.4％

と最も高く、次いで「雇用や就労の場の確保」、「市外から移住・定住の促進」が同

率で 28.3％、「商工業の振興のための取り組み」が 27.1％となっています。また、

自由意見では、働く場の少なさや賃金の安さに対する不満の声があり、若い世代の

流出を心配する意見もみられます。一方、「観光振興に関する取り組みや各種イベン

トの開催」については、『まあ満足である』と『満足している』を合わせた割合が

20.7％と比較的高くなっていますが、自由意見をみると、イベントの開催場所や周

知方法について改善を求める意見があります。若い世代の流出を避けるためにも、

引き続き雇用や就労の場の確保に努めるとともに、須崎市の魅力を高める取り組み

を推進する必要があります。 

 



 

16 

④地域・暮らしについて 

須崎市の地域・暮らしに対する取り組みの現状の満足度について、『満足していな

い』と『あまり満足していない』を合わせると、「買い物弱者への支援」が 51.1％

と最も高く、ほとんどの地区において満足度が低くなっています。自由意見でも、

近くにスーパーマーケットやコンビニエンスストアがないなど買い物に不便を感

じているという意見が多くみられることから、買い物への支援とあわせ、バスなど

の公共交通の利用促進に向けた取り組みなど、一体的に進めていく必要があります。 

⑤教育・文化について 

須崎市の教育・文化に対する取り組みの現状の満足度について、『満足していな

い』と『あまり満足していない』を合わせると、「図書館サービスの充実」が 30.1％

と最も高く、自由意見においても、『もう少し広くして欲しい』、『本の取り扱いが少

ないので、もっと充実させて欲しい』といった要望が多数みられます。図書館サー

ビスの充実について、検討していく必要があります。 

 

 

４．各種団体ヒアリング 

「須崎市総合計画」を策定するにあたり、各種団体のご意見を広く反映すべく、ヒ

アリング調査を実施しました。「安心で住み続けたいと思うまち」、「健康で明るい暮

らしができるまち」、「人と人が行き交う活力のあるまち」、「地域に元気があり活動が

盛んなまち」、「人を思いやり豊かな心を育むまち」の各項目に関連する団体よりいた

だいたご意見は次のとおりです。 

 

１ ヒアリング調査結果の概要 

(１)安心で住み続けたいと思うまち 

【ヒアリング団体：防災組織、建設関係等】 

今後のまちづくりについての考え、意見   
○今後さらに防災面に力を入れて欲しい。特に、分かりやすく、利用しやすい

情報提供を行って欲しい。 

○避難道の整備や、各地区に指定の避難所を増やして欲しい。 

○南海トラフ地震の対策についての考え方を前面に出して必要な予算を確保

し、対策を推進して欲しい。 
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今後のまちづくりへの関わり方についての希望 
○地域住民への防災啓発を市と連携して進めていきたい。 

○家屋の耐震について、啓発活動を進めていきたい。 

○人口減対策（働き口の確保、安心して住める高台開発、産業団地などの企業

誘致のためのインフラ整備）について市との連携を強めたい。 

 

（２）健康で明るい暮らしができるまち 

【ヒアリング団体：保健福祉関係等】 

今後のまちづくりについての考え、意見  
○新たな民生委員の確保に向け支援をいただくとともに、市と連携し、情報提

供への協力をお願いしたい。 

○少子化対策を進めて欲しい。 

○健康診断の対象年齢をもう少し下げて欲しい。 

○子どもが自然と遊べる環境を取り戻して欲しい。 

 

今後のまちづくりへの関わり方についての希望 
○住民の意見を聞く機会を増やして欲しい。 
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（３）人と人が行き交う活力のあるまち 

【ヒアリング団体：１次産業・観光関係等】 

今後のまちづくりについての考え、意見 
○須崎市はイベント、大会、事業は多く行っていますが、宿泊など市外に持っ

ていかれており、もったいないと思う。 

○次世代を育てる仕組みも地域や行政主導でできたらと思う。 

○もっと住民が気軽にスポーツを行えるようにして欲しい。 

○地場産業振興のためのサポートが欲しい。 

○須崎まつり等イベントへの助成を増やして欲しい。 

○幅広い年齢層が地域活性化活動に協力できるよう呼びかけ、また、地域の現

状に見合った活性化活動の提案、検討を進めて欲しい。 

○林業漁業を含む第１次産業を基幹産業と言えるレベルにして欲しい。 

○現場感覚を持った方が、補助金制度を普及啓発して欲しい。 

○高台土地の開発で若者の転出を防げるのではないか。 

○若い人たちが多く地元に帰って、仕事ができる須崎市を願い期待する。 

○須崎市を訪ねてくる人々、また須崎市住民が楽しめるレジャー施設を設置し

て欲しい。 

○市の観光担当課がもっと街づくりに力を注いで欲しい。 

○若者の雇用の場の創出と再就職支援、若い世代の交流、結婚機会の充実、若

い世代向けの住宅、住環境の整備、子育て支援への重点的な取り組みに期待

する。 

○須崎市は自然が豊かで良いところだと思うが、活かしきれていないと思う。

より全国にアピールしていってもらいたい。 

 

今後のまちづくりへの関わり方についての希望 
○商店街の振興について、市との連携を強めたい。 

○より多くの人々からの意見、アイデアが聞ける機会、情報共有の場または調

査等を希望する。 

○須崎の町は、魚が新しく美味しい魚がたくさんあるので、各イベント等を増

やして欲しい。 

○新たな森林活用方法の工夫など、市とともに進めていきたい。 
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（４）地域に元気があり活動が盛んなまち 

【ヒアリング団体：地域活動・住民会議関係等】 

今後のまちづくりについての考え、意見 
○地域の課題や地域の宝を掘り起こすことが必要。 

○空き家の改修から貸し出しのサポートを強化して欲しい。 

○市街地集中的な施策を見直し、住宅、教育施設等を郡部集落へ残す（分散）

するように検討して欲しい。 

○地域活性化活動への支援金、補助金の引き上げをお願いしたい。 

 

今後のまちづくりへの関わり方についての希望 
○地域住民が気軽に集い合える場所として、公共施設や城山公園、富士ケ浜、

南北道路、川端シンボルロードを利用したまちづくりが重要であり、行政や

関係機関・団体と協力して組織的、計画的な整備活動に取り組むことが必

要。 

○集落活動センターの活動については、工夫は各々で行うことが望まれるが、

市にもその取り組みを支援し、評価して欲しい。 

○市を中継して各地域の課題や情報を共有していきたい。 

 

（５）人を思いやり豊かな心を育むまち 

【ヒアリング団体：文化財・自然保護関係等】 

今後のまちづくりについての考え、意見 
○就学前教育・学校教育・社会教育のすべてにおける人権教育の深化・発展を

目指した取り組みを進めて欲しい。 

○地域の文化（踊りなど）をどう継承していくのか課題。 

 

今後のまちづくりへの関わり方についての希望 
○生物観察会などで協力させていただきたい。今後、この部分について強化し

て欲しい。 
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２ 各種団体ヒアリング結果からみえる課題 

(１)安心で住み続けたいと思うまち 

須崎市の防災面の取り組みについては、避難道の整備や避難所の確保、高台

整備といったハード面での取り組みに加え、情報提供や防災啓発などソフト面

をあわせて行っていくことが求められています。また、高台整備などのインフ

ラ整備が人口減少及び若い世代の転出への対策につながるという意見もみられ

ることから、安心して住むことができるまちづくりの推進は、「人と人とが行き

交う活力のあるまち」にもつながる重要な取り組みといえます。 

(２)健康で明るい暮らしができるまち 

本市では年少人口が年々減少しており、意見のなかでも少子化対策を望む声

があがっています。若い世代が希望をもって結婚をし、安心して子どもを産み

育てられる環境づくりが求められています。 

(３)人と人が行き交う活力のあるまち 

人口減少の抑止に向けては、若い世代にとっても働きやすいまちづくりが必

要不可欠です。本市は、「須崎市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に基づき、

産業の振興と雇用の創出に取り組んでいますが、ヒアリング調査では、次世代

の若者に向けた施策を期待する意見がみられます。一方、市との連携に対する

要望もあることから、今後は、地場産業や商店街の振興をサポートするととも

に、引き続き雇用や就労の場の確保を進めていく必要があります。 

(４)地域に元気があり活動が盛んなまち 

須崎市では、現在、集落活動センターや地域自主組織を拠点とした活動への

支援を行っています。地域の活動に関する意見をみると、市への要望として、

幅広い年齢層への協力の呼びかけや、活動に対する支援と評価が求められてい

ます。今後は、各地域の現状に見合った活動の推進と課題解決に向けて、地域

との連携をさらに強化する必要があります。 

(５)人を思いやり豊かな心を育むまち 

人権意識の向上のため、就学前や学校教育、社会教育といったあらゆる機会

において、人権教育の啓発に努める必要があります。 

また、地域の踊りなど文化・芸能の伝承については、活動団体の固定化、高

齢化が進んでおり、指導者や後継者の育成、支援が課題となっています。 
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第２章 計画策定の趣旨 

１．基本方針 

本市では、地震・津波などの自然災害への備えに向けたハード整備を進めるととも

に、地域の自主防災組織づくりや避難対策等のソフト面での対策についても取り組

みを強化してきたことで防災・減災対策も一定の進捗が見られます。しかしながら、

市民が安心して生活を送れ、住み続けられるまちづくりを進めるためには、災害へ

の備えはもとより生活環境の向上、保健福祉や教育の充実、また地域産業の振興な

ど山積する課題に向け、これまで以上に取り組んでいくことが求められています。 

今後も人口減少が続く見込みのなか、持続可能なまちづくりを進めるためには、あ

らゆる世代が須崎市に住んで良かったと思えるよう、各分野の政策を総動員し地方

創生の実現に向けた取り組みの強化・拡大とともに、多文化共生対応も見据え人口

減少時代を克服しなければなりません。 

そして、多様化する価値観や少子高齢化の進展による社会環境の変化に対応して

いくためには、市政をわかりやすく伝えていく工夫とともに市政への市民参画や協

働意識を高める取り組みを進めていく必要があります。加えて、地域課題の解決に

向けた各地域の自主的な活動へのさらなる支援に努め、市民と行政の協働による市

民が主役のまちづくりを進めていきます。 

また、国連において採択された、持続可能な開発目標であるＳＤＧｓにおいては、

「誰一人取り残さない」社会の実現を目指して、17 の目標を設定し、経済・社会・

環境などの広範囲な課題に国際社会が取り組むこととなっています。地方自治体に

おけるＳＤＧｓの推進は持続可能なまちづくりへの考え方や地方創生の推進など、

共通する取り組み手法も多いことから、本市の課題に対応するための一つの考え方

としてＳＤＧｓの理念や視点を取り入れて本計画を策定します。 

 

※ＳＤＧｓ（エス ディー ジーズ）とは、2015年９月の国連サミットで採択された「持続

可能な開発目標（Sustainable Development Goals）」のことで、2030年を期限とする、

先進国を含む国際社会全体の 17 の目標と 169 のターゲットで構成された「誰一人取り

残さない」ことを理念とした国際社会共通の目標です。 
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ＳＤＧｓの 17の目標 

 

１ 貧困 

あらゆる場所のあらゆる形態の貧

困を終わらせる。 

 

10 不平等 

各国内および各国間の不平等を是

正する。 

 

２ 飢餓 

飢餓を終わらせ、食糧安全保障お

よび栄養改善を実現し、持続可能

な農業を促進する。 
 

11 持続可能な都市 

包括的で安全かつ強靭で持続可能

な都市および人間居住を実現す

る。 

 

３ 保健 

あらゆる年齢のすべての人々の健

康的な生活を確保し、福祉を促進

する。 
 

12 持続可能な生産と消費 

持続可能な生産消費形態を確保す

る。 

 

４ 教育 

すべての人々への包括的かつ公平

な質の高い教育を提供し、生涯学

習の機会を促進する。 
 

13 気候変動 

気候変動およびその影響を軽減す

るための緊急対策を講じる。 

 

５ ジェンダー 

ジェンダー平等を達成し、すべて

の女性および女子の能力強化を行

う。 
 

14 海洋資源 

持続可能な開発のために海洋資源

を保全し、持続的に利用する。 

 

６ 水・衛生 

すべての人々の水と衛生の利用可

能性と持続可能な管理を確保す

る。 

 

15 陸上資源 

陸域生態系の保護・回復・持続可能

な利用の推進、森林の持続可能な

管理、砂漠化への対処、ならびに土

地の劣化の阻止・防止および生物

多様性の損失の阻止を促進する。 

 

７ エネルギー 

すべての人々の、安価かつ信頼で

きる持続可能な現代的エネルギー

へのアクセスを確保する。 

 

16 平和 

持続可能な開発のための平和で包

括的な社会の促進、すべての人々

への司法へのアクセス提供、およ

びあらゆるレベルにおいて効果的

で説明責任のある包括的な制度の

構築を図る。 

 

８ 経済成長・雇用 

包括的かつ持続可能な経済成長、

およびすべての人々の完全かつ生

産的な雇用と適切な雇用を促進す

る。  

17 実施手段 

持続可能な開発のための実施手段

を強化し、グローバル・パートナー

シップを活性化する。 

 

９ インフラ、産業化、イノベー

ション 

強靭なインフラ構築、包括的かつ

持続可能な産業化の促進、および

イノベーションの拡大を図る。  

（資料：内閣府地方創生推進事務局） 
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※ＳＤＧｓの目標等は国際社会のなかで国レベルで取り組む内容も多くあり、地方自治体

がすべての目標等に対して直接的な取り組みを行うものではありませんが、地域の実情

に応じて考え方や手法などを各施策に取り入れ、持続可能なまちづくりにつなげていき

ます。 

 

※ジェンダー（gender）とは、社会的・文化的に形成される男女の差異のことで、「男らし

さ」や「女らしさ」といった言葉で表現されます。 

 

※イノベーション（innovation）とは、「新機軸」や「革新」という意味の言葉ですが、日

本においては、新規モデルへの移行や新技術の開発などを意味する「技術革新」とほぼ

同義に使用されています。 

 

※グローバル・パートナーシップ（global partnership）とは、世界平和や環境問題等の

世界的問題の解決に向けた、地球規模の協力関係のことです。 

 

 

２．計画の構成と期間 

総合計画は、本市が目指すべきまちづくりの指針を示した最上位計画であり、計

画の構成は、目指す未来像を設定し施策の大綱を示した「基本構想」、基本構想に掲

げた未来像やまちづくりに向けた分野別の考え方を表した「基本計画」、及び基本計

画での考え方に基づき主要な事業を示した「実施計画」をもって構成し、実施計画

はＰＤＣＡサイクルのなかで進捗管理を行い、着実に事業を推進していきます。 

また、計画の期間は、変化の速い社会情勢に対応するため、2020年度（令和２年

度）から 2024年度（令和６年度）までの５年間とします。 

 

 

2020年度 

（令和２年度） 

2021年度 

（令和３年度） 

2022年度 

（令和４年度） 

2023年度 

（令和５年度） 

2024年度 

（令和６年度） 
 

基 本 構 想 
 

基 本 計 画 
 

実 施 計 画 
 

 

 

                             
 ＰＤＣＡサイクルとは、「Plan（計画）」、「Do（実行）」、「Check（評価）」、「Action（改善）」

という４つのフェーズを１サイクルとし、継続的に業務を改善させていく手法のことです。 



 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２部 基本構想 
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第１章 目指す須崎市の未来像 

１．まちづくりの未来像と主要プロジェクト 

本市では、これまで南海トラフ地震や自然災害に備える防災対策を最も重要な施策

と位置づけ、様々な対策を行ってきましたが、安心・安全に住み続けるための防災対

策に終わりはなく、今後も引き続き取り組みを進めていかなければなりません。 

また、事前防災対策や定住に向けた宅地整備などの高台整備も本市の未来を見据え

たまちづくりを考えるなかでは、大変重要な課題であります。 

人口減少を克服し、地域がにぎわいや活気にあふれ、若い世代が希望をもてるまち

づくりを進めるためには、なによりも安定した雇用、魅力ある雇用の場の確保が重要

であることから本市の基幹産業である農林水産業をはじめ、商工業、観光産業への取

り組みの強化・拡大により、各産業の底上げや振興につなげていく必要があります。 

そして、自然豊かで風光明媚な浦ノ内湾を活用した海洋スポーツパーク構想の推進

も交流人口の拡大とあわせ、須崎市の魅力を全国に発信できる重要な地域資源となる

ことから、海洋スポーツ施設を活用した 2020 東京オリンピック・パラリンピックに

向けたホストタウンの取り組みやチェコ共和国の事前合宿、また全国の高校・大学の

合宿・強化練習会場として活用が期待されています。 

さらには、健康でいきいきと暮らせるまちに向け、スポーツや健康体操などの各地

域での取り組みが市内全域に拡がることで健康に対する意識の向上につながり、誰も

が住んで良かったと思えるまちづくりを推進しなければなりません。 

これらのまちづくりを考えていくうえでは、自助・共助・公助の考え方の下、地域

住民が主体となり、それぞれの地域がそれぞれの個性・魅力を活かし、市民と行政に

よる協働のまちづくりを進め、持続可能なまち「すさき」を目指します。 

このように、まだまだ取り組まなければならない課題、さらなる取り組みの強化・

拡大を図っていく必要があることから、総合計画における目指すべき未来像を引き続

き 

 

 

 

 

 

とし、住み続けたくなるまちを創っていくとともに、主要プロジェクトを次のとおり

計画に位置づけ取り組みを進めていきます。 

 

 

 

  

未来へつなぐ元気創造のまち 
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主要プロジェクト 
１．防災対策 

２．高台整備 

３．健康長寿のまちづくり 

４．産業の振興 

５．海洋スポーツパーク構想の推進 

６．住民主体の地域づくり 

 

 

２．基本理念 

１ 安心で住み続けたいと思うまち 

南海トラフ地震などの自然災害への防災・減災対策としてのハード面の取り組み

だけでなく、防災意識を高めるためのソフト面もあわせて進めることで、長く安心

して暮らせるまちづくりに取り組みます。 

また、住宅地や道路などの生活インフラの整備に努め、良好な住環境の確保に向

けた検討を進めます。住民はもちろんのこと、他地域からの移住者の方も快適に暮

らしていけるよう、子どもからお年寄りまで住みよいまちづくりを目指します。 

２ 健康で明るい暮らしができるまち 

若い世代が希望をもって結婚し、また安心して子どもを産み育てられるよう、妊

娠、出産から子育てまで切れ目のないサービスを提供します。 

引き続き、子育て支援の拡大・強化に努め、あったかふれあいセンターなどの事

業を通し、地域で子育てを支える取り組みを実施します。 

そして、すべての子どもが健やかに成長できるよう、医療や教育面などのさらな

る環境づくりを推進するとともに、市民の健康意識を高め、健康寿命の延伸に向け

取り組みを進めていきます。 

さらには、産学官連携により、市民の健康をはじめ市内の各企業・団体の健康経

営につながる施策の展開を図っていきます。 

また、高齢者や障害児・者が、住み慣れた地域で暮らし、生活ができるまちづく

りを推進します。 

３ 人と人が行き交う活力のあるまち 

「須崎市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に基づく取り組みを推進し、新たな

事業の展開や、企業誘致に向けた取り組みの強化、農林水産業や商工業などへの

様々なアプローチに加え、国・県等と連携した担い手確保や外国人労働者の受入対

応等、各産業の基盤・競争力強化を図り、さらなる産業振興を目指します。 
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また、観光振興については、インバウンドを含む観光客の誘致と観光情報の発信

に努めるとともに海洋スポーツパーク施設を最大限活用し、国内外の多くの方でに

ぎわうよう施設の利活用の拡大に取り組みます。 

そして、これからの地方における各産業では、Society5.0時代を迎えるなか、様々

な革新的技術を取り入れ、持続可能な地域社会を実現していかなければなりません。 

Society5.0に向けた取り組みは、人口減少が進むなかであっても、労働力不足の

解消や生産性の向上に加え、付加価値の創出にもつながることから、デジタル社会

の到来を見据え、施策の展開を検討していきます。 

４ 地域に元気があり活動が盛んなまち 

地域自主組織や集落活動センター等の地域活動への支援を強化し、各地域の実情

に応じた活動など、地域の個性が活かされるまちを目指します。 

また、それぞれの地域が抱える課題を地域のなかで話し合える体制整備への支援

など、地域住民の主体性を尊重した地域づくりを推進します。 

さらには、平成 22年に本市の最高規範として制定された「須崎市自治基本条例」

に基づき、住民一人ひとりが自らの責任を自覚し、市民と行政の協働によるまちづ

くりを行うとともに、地域活動を担う人材の掘り起こしを進めるなど、地域からま

ち全体の活力向上を図ります。 

５ 人を思いやり豊かな心を育むまち 

人として生き、幸せを求める基本的な権利である人権を尊重します。 

また、同和問題や男女差別など、あらゆる差別や偏見のない社会の実現のため、

人権意識の向上に努めます。 

また、少子化にあっても、質の高い教育を目指して学校教育の充実に向けた取り

組みを推進するとともに、図書館など文教施設の整備や取り組み内容の充実に努め、

生涯学習の機会の場を増やし、豊かな心を持つ子どもの育成と、人を思いやること

ができる人権尊重のまちづくりを目指します。 

 

                             
 インバウンドとは、「inbound（本国行きの）」に由来する言葉で、観光分野においては、外

国人の訪日旅行、または訪日外国人を意味します。 
 Society（ソサエティ）5.0とは、人工知能やロボットといった革新的な技術を産業や社会

（Societyｙ）に取り入れることで実現する新たな未来社会の姿のことで、狩猟社会、農耕

社会、工業社会、情報社会に続く５番目の新しい社会の姿を意味します。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３部 基本計画 
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第１章 安心で住み続けたいと思うまち 

１．防災・減災に向けた取組 

１ 地震津波対策 

＜現状や課題＞ 

地震・津波対策の最重点課題である住宅耐震化に取り組んできましたが、全戸の

対応には至っておらず、今後も耐震化を促進する必要があります。あわせて、避難

経路確保のため、ブロック塀の除去・改修及び老朽住宅等の除去について取り組む

必要があります。 

また、高齢者、障害者、乳幼児、その他、配慮を要する災害時要配慮者対策を推

進する必要があり、特に災害時に一人では避難することが困難な避難行動要支援者

への円滑かつ迅速な避難支援等を行うためには、避難行動要支援者名簿を作成し、

定期的に名簿の更新を行うとともに、必要に応じ個別の避難計画の作成を行う必要

があります。加えて、消防機関や自主防災組織、近隣住民等の避難行動支援等関係

者の協力体制を構築するなど、平常時から地域づくりを進めておくことが課題とな

っています。 

＜方針＞ 

これまで同様に、「南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置

法」に基づき、地域内の関係機関と連携し、防災諸活動の円滑な実施を図ります。 

防災対策に万全を期することで、住民の生命、身体及び財産を災害から保護し、

住民生活の安全を守るための取り組みを進めるとともに、防災を含めたまちづくり

を推進し、日常的に防災活動に対する関心や意識付けが図れるよう取り組みを進め

ます。 

 

２ 自然災害への備え 

＜現状や課題＞ 

「共助」の柱となる自主防災組織を結成し、多くの団体が独自の避難訓練や夜間

避難訓練、消火訓練、避難所運営訓練等を実施するなど活発な活動をしていますが、

今後も自主防災組織と協力して各地域の防災力向上を図る必要があります。 

＜方針＞ 

引き続き、災害対策基本法、水防法及び高知県水防計画の趣旨に基づき、関係機

関との連携を図り、住民の生命、身体及び財産を災害から保護し、住民生活の安全

を守るための取り組みを進めます。 
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３ 地域による消防活動 

＜現状や課題＞ 

消防団の資機材整備については、毎年、消防車輛を更新するなど、計画的に実施

していますが、消防団員の定数確保が課題となっています。 

＜方針＞ 

これまで同様に、常備消防・非常備消防が連携し、体制・資機材等を計画的に整

備するとともに、業務の多様化に対応できるよう技術や知識取得に向けた取り組み

を進めます。 

 

 

２．安心できる地域づくりの推進 

１ 防犯、交通安全対策 

＜現状や課題＞ 

交通事故件数に占める高齢者及び自転車による事故の割合が増加傾向にあり、子

どもの事故の多くは登下校時に集中して発生している状況にあることから、安全性

の高い道路環境の整備や登下校時の交通安全対策の推進が課題となっています。 

また、身近に発生する犯罪は多様化、低年齢化するとともに近年では新たに特殊

詐欺の発生・被害件数も増加するなど多岐にわたる防犯対策も求められており、地

域での見守りや関係機関との連携などさらなる安心・安全の地域づくりが課題とな

っています。 

＜方針＞ 

子どもと高齢者の交通事故防止、飲酒・暴走運転の根絶、自転車の安全利用の促

進などの対策を、地域や関係機関と連携しながら継続的な活動推進に取り組みます。 

 

 

３．インフラの整備 

１ 港湾の整備と活用の促進 

＜現状や課題＞ 

須崎港は、良質な石灰石・セメントの輸出・移出や木材の輸入など、県内最大の

貨物量を取り扱う国際貿易港として、県内産業はもとより国内産業の振興において

大きな役割を果たしており、平成 26 年度以降フェリーを除く取扱貨物量は四国で

１位となるなど、地域の産業や物流を支える重要な拠点となっています。一方、近

年の船舶大型化に伴う輸送コスト低減が進むなか、須崎港大峰地区においては１万

トン級が最大であり、輸送コストでの競争力確保ができていない状況となっていま

す。 

あわせて、高速自動車道の整備を背景とした産業の拡張・振興に伴い港湾機能の
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充実が求められており、老朽化対策を含めた港湾物流機能の強化が課題となってい

ます。 

＜方針＞ 

さらなる産業の拡張・振興のため、国、県と連携し、防災対策・老朽化対策とあ

わせた岸壁の整備に取り組み、港湾物流機能の強化を図っていきます。 

 

２ 高台整備 

＜現状や課題＞ 

高台での住宅地整備のニーズ、災害拠点病院の高台移転、市内製造業の移転要望

に対応する工業用地整備が必要との調査結果により、今後は官民連携手法による事

業費の圧縮効果について詳細な調査を行い、高台整備に関する関係事業者との協議

を行う必要があります。 

＜方針＞ 

市の財政負担をできる限り抑え効果的な高台整備を行うため、官民連携手法の導

入、国等の補助事業の創設を求めるなど、住民や関係機関からの要望が高い、高台

整備の実現に向け早急に取り組んでいきます。 

 

３ 道路網の整備と保守管理 

＜現状や課題＞ 

路面調査により、早期の措置が必要な部分が全体の３割近くあることから、定期

的な調査の実施により年度毎の優先順位を設定し、効果の見える補修を行うことが

求められています。 

 また、舗装修繕の頻度が増しているなど、路面劣化への対応が課題となっていま

す。 

 あわせて、市道の草刈り等維持管理については、民間業者の活用のための予算の

確保が課題となっています。 

＜方針＞ 

橋梁、トンネルについては、これまで通り定期点検を実施し、状態の把握と通行

の安全確保に努めます。また、路面調査の結果により、補修を計画的に実施し、耐

久性を高めることで道路網の「長寿命化」を図ります。 

市道の維持管理については、さらなる民間業者の活用と、それに伴う予算確保に

努めます。 

 

４ 立地適正化計画の推進 

＜現状や課題＞ 

立地適正化計画については、市内外の建築事業者や不動産事業者などから計画に

関連する届け出を受けるため、これを広く周知する必要があります。 
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また、都市機能や居住をゆるやかに誘導するため、市内各所を結ぶ公共交通網の

整備も大きな課題となっています。 

あわせて、計画の進捗管理のための評価指標の達成と、５年ごとの計画の見直し

を実施する必要があります。 

＜方針＞ 

須崎市立地適正化計画の運用開始にともない、具体的な事業計画を盛り込んだ都

市再生整備計画の策定を行います。 

また、都市再生整備計画の策定後には、適応地に対する交付金の要望等、事業実

施に向けた作業を推進します。 

 

 

４．生活環境の整備 

１ 上水道事業 

＜現状や課題＞ 

節水意識の高まりや、人口減少に伴う水需要の低迷などで給水収益が減少してい

るなか、水道施設の多くが老朽化していくことから、これら施設の更新が必要にな

っています。 

また、今後発生が予想される南海トラフ地震に備え、耐震化対策も計画的に進め

ていく必要があります。 

＜方針＞ 

今後においても、人口減による給水収益の減少が見込まれるなか、中長期的な経

営計画を策定し、健全な財政運営に努めるとともに、老朽化、耐震化への取り組み

を実施していきます。 

 

２ 下水道事業 

＜現状や課題＞ 

下水道事業における雨水対策としてのポンプ場施設の老朽化が進んでいること

から、設備の改築更新が大きな課題となっています。 

また、汚水対策は、下水道事業の持続性を担保するため、ＰＦＩ事業（コンセッ

ション事業）の導入に向けた取り組みを進めています。 

＜方針＞ 

下水道事業の持続性を確保するため、汚水関連施設の運転維持管理に官民連携手

法の導入を円滑に進めるとともに、下水道施設の長寿命化対策や耐震対策を実施し

ます。 
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３ 公園の整備 

＜現状や課題＞ 

各地区に整備された公園の適正な管理のため、遊具の破損や老朽化などの劣化に

よる事故を防止するための、点検等を継続して行っていく必要があります。 

＜方針＞ 

子どもたちが安全に遊具を利用できるよう、定期的に点検を実施し、適正な維持・

管理を行っていきます。 

また、避難場所として整備された公園・広場についても、避難訓練や被災時に活

用するため維持・管理を行っていきます。 

 

４ リサイクル型社会の整備 

＜現状や課題＞ 

可燃ごみの固形燃料化及び不燃ごみの破砕選別による資源化と、ビンやカン、ペ

ットボトルなどの分別収集の定着により、ごみの減量化と資源化の向上が図られて

いますが、一般廃棄物処分場の経年に伴う老朽化が目立つようになり、施設の効率

的運用と合わせて設備の更新や大幅な改修など、施設の延命化が課題となっていま

す。 

＜方針＞ 

今後とも処理基本計画に基づき、ごみの減量化と分別収集の徹底により資源化率

の一層の向上を図ります。また、施設の効率的運営と延命化を図るため、計画的に

設備機器の更新を行うとともに、排出抑制のため、リサイクルの推進を図る啓発活

動を行い、埋め立てごみの削減に努めます。 

 

５ 自然環境の保全 

＜現状や課題＞ 

本市は新荘川に代表される美しい川や太平洋に面した美しいリアス式海岸など、

豊かな自然と心安らぐ自然環境を有しており、こうした自然環境を大切にし、次世

代へ引継ぐためにも、環境保全に対する取り組みの強化と住民意識の高揚を図るこ

とが重要です。 

＜方針＞ 

清流新荘川をはじめとする豊かな自然環境の保全に向けて、住民、事業者、行政

などが一体となって、きめ細やかな環境保全活動を推進します。 
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６ 再生可能エネルギーの推進等 

＜現状や課題＞ 

公共施設への太陽光発電の導入や住民の太陽光発電システム設置に補助金を出

すなど、再生可能エネルギーの導入を進めていますが、二酸化炭素等の温室効果ガ

スによる地球環境への影響が問題となっており、さらなる温室効果ガスの排出抑制

を推進することが必要となっています。 

＜方針＞ 

須崎市地球温暖化対策実行計画に基づき、これまでの再生可能エネルギーの利用

促進とあわせて、住民・事業者や公共施設の省エネルギー化を推進し、温室効果ガ

ス排出抑制を図ります。 

また、電力の域内消費に向け、複数自治体による電力会社の設立に向けた取り組

みを進めていきます。 

 

７ 公共交通と移動手段の確保 

＜現状や課題＞ 

本市の公共交通は、ＪＲ土讃線、民間事業者による路線バス、市営バス・巡航船

となっており、ＪＲ土讃線については、高速道路の整備・延伸、沿線人口減少に伴

う利用客の大幅な減少と施設の老朽化による運行経費の増加など厳しい状況が続

いていることからも今後の動向を注視していく必要があります。 

民間事業者による路線バスでは、乗務員不足や利用者数の低迷により高知・須崎

線は廃止となりましたが、同路線を分割し高岡・須崎線については別事業者での運

行となり公共交通の空白化は避けることができました。引き続き、利用者の増加に

向けた対策等が課題となっています。 

市営バスは、利用者数と運賃収入ともに微増している状況であるものの、人口減

少に伴う利用者の減少が見込まれることや、市営バスを含む路線バス自体、また乗

り方や乗降場所も知らない方が多くバス利用に向けた周知が課題となっています。 

巡航船については、公共交通空白地域である横浪半島と浦ノ内北岸を結ぶ唯一の

公共交通機関であり、横浪半島の児童生徒の通学手段として重要なものとなってい

ます。利用者の減少など厳しい状況が続くなか、寄港地の集約と減便により経費削

減にも努めていますが、国と県の補助金の支援を受け航路維持ができている状況で

す。 

＜方針＞ 

高齢者の運転免許証返納や通院・買い物等の移動手段対策が課題となるなか、現

状の公共交通の維持確保に努めるとともに、利用促進に向けた対策が必要です。 

民間の事業者による路線バスについては、県、沿線市町と連携し路線維持に向け

必要な支援を行っていきます。 

市営バスについては、路線維持に努めるとともに、わかりやすい利用方法の周知
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など利用促進対策を進めていきます。巡航船においては、厳しい経営状況が続く見

込みのなか、船体の老朽化等の課題もあり、巡航船の在り方について検討していく

必要があります。 

また、公共交通空白地区等における高齢者等の移動手段対策については、既存の

公共交通の利用を基本としつつ、地域の実情やニーズを十分に踏まえて検討してい

く必要があります。 

 

８ 情報化の推進 

＜現状や課題＞ 

学校教育においては、ＩＣＴを活用した授業改善とＩＣＴ活用の指導力向上に向

けた人材育成を推進しており、ＩＣＴ支援員の配置や県外からの視察による公開授

業を実施しています。また、これらを活用した学習活動の実践や検証を行っていま

すが、ＩＣＴ機器の配置台数が少なく、日常的に児童生徒が使えるようになってい

ないことと、市内での指定の２校以外の小中学校にはＩＣＴ機器が十分に整備され

ていないため、統一した取り組みの実施が課題となっています。 

今後は、新学習指導要領で示されている情報活用能力の育成を図るため、全小中

学校でＩＣＴ機器を活用した授業の実施、また、小学校での授業においてプログラ

ミングを体験できる環境整備の必要があります。 

防災行政無線については、機器の経年劣化による不具合が発生している状況であ

るため、デジタル化に向けた施設整備を行う必要があります。 

＜方針＞ 

すべての小中学校でＩＣＴ機器を活かした授業を実現するための整備を進めま

す。また、防災無線のデジタル化については、早期のシステム移行を目指しており、

有事に備え必要な施設整備を行い、緊急時の連絡体制の確保を図ります。 

そして、医療、福祉など様々な分野などでの活用が見込まれるＡＩ技術の導入や

ビッグデータを活用した施策の展開などについては、先進自治体の事例などを参考

に、情報化の推進に向け検討、協議を進めていきます。 

 

９ 公営住宅の整備 

＜現状や課題＞ 

市の所有する公営住宅は、多くの建物において老朽化が進行しているため、定期

的な点検や計画的な修繕が見込まれており、これに伴い長寿命化計画の見直しが必

要となっています。 

また、雇用・経済情勢等による低所得化傾向は、地方においては依然として顕著

であり、公営住宅等への需要は今後においても高くなると想定されることから、こ

                             
 ビッグデータ（big data）とは、従来のデータベース管理システムなどでは記録や保管、解

析が難しいような巨大なデータ群のことです。 
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れらに対応するための財政的負担も課題となっています。 

＜方針＞ 

公営住宅施策の総合的な見直しと、民間・公的機関が保有する施設の利活用を検

討し、計画的な整備を進めます。 

また、長寿命化計画の見直しと計画実施を継続しながら、既存ストックの維持・

改善を図るとともに、老朽化の激しい住宅については、他の住宅に住替えを行うな

ど廃止を検討します。 
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第２章 健康で明るい暮らしができるまち 

１．福祉施策の推進 

１ 子育て環境の充実 

＜現状や課題＞ 

第２子以降の保育料無料化などにより保育所等への入所のニーズが高まってい

るなか、保育士の定年退職や新規採用人員の不足による待機児童が発生しており、

保育士の不足は、育児休業からの職場復帰を妨げる大きな課題となっています。 

また、「第２期子ども・子育て支援事業計画」により子どもの健やかな育ちと保護

者の子育てを社会全体で支援する環境整備を進めており、「ファミリーサポートセ

ンターすさき」のニーズが増加していますが、子どもを見守る会員数の確保が課題

となっています。 

児童問題に関しては、要保護児童対策地域連絡協議会や家庭児童相談室が中心と

なり、保健・教育・警察などの関係機関や児童相談所と連携し、虐待の予防、早期

発見に取り組んでいますが、子ども家庭総合支援拠点の設置が義務付けられており、

人的体制面の確保などが課題となっています。 

＜方針＞ 

待機児童をなくするため、保育協会と連携し保育士の確保に努めます。 

また、子ども家庭総合支援拠点の設置に向け、人員の確保など必要な整備を進め

るとともに、子育てを社会全体で支える仕組みの構築や、子育て支援の充実に向け

た情報発信など、子育てしやすい環境整備に努めます。 

 

２ 障害福祉の推進 

＜現状や課題＞ 

障害児・者が必要とするサービスを自らが選択・決定をし、できる限り地域での

生活を目指すため、障害の種別にかかわらず、サービスの一元化を図るなどの自立

と生活への支援に取り組んでおり、今後においても、障害の状態や本人の希望に沿

ったサービスが提供できる体制の整備に取り組む必要があります。 

また、すべての住民が同じように生活・活動するため、障害に対する理解促進に

取り組むことが重要です。 

＜方針＞ 

社会環境の変化とともに障害児・者の抱える課題は複雑化し、ニーズも多様化し

ています。多様なニーズに対応できる相談支援の体制を強化し、障害があっても住

み慣れた地域で安心して生活できるように、さらなるサービスの充実を目指します。 
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２．保健・医療施策の推進 

１ 健康寿命の延伸 

＜現状や課題＞ 

本市では、健康増進計画に基づき、乳幼児健診から特定健診・結核・がん検診な

ど、子どもから成人、高齢者までライフサイクルに応じた健康づくりを推進し、生

活習慣の見直し、疾病の早期発見、早期治療に努めてきました。平成 30年に公表さ

れた市区町村別平均寿命では、男性 80.3歳、女性 88.0歳と長寿化がみられますが、

一方、健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間と定義される

「健康寿命」は、男性 72.14歳、女性 74.79歳となっています（2016年国民生活基

礎調査より）。 

この平均寿命と健康寿命の差は、医療や介護サービスが必要な期間とされ、長期

間にわたり、サービスが必要な状況となっていることから、住民一人ひとりが住み

慣れた地域でいつまでもいきいきと健康に暮らすための健康寿命の延伸には、自ら

の健康に関心を持ち、継続的に健康づくりができるように支援するための環境整備

が必要です。 

＜方針＞ 

「須崎市健康増進計画第３期計画」に基づき、健康事業の継続、住民の健康意識

の向上を図ります。また、住民一人ひとりが健康意識を持ち、地域でいきいきと生

活ができるように、健康づくり推進員を中心に、健康・福祉・医療・教育の各機関

と協力しながら、健康維持に向けた環境整備を進めます。 

 

２ 医療体制の充実 

＜現状や課題＞ 

平成 27 年４月から小児科の診療が再開されましたが、一部の診療科目では、住

民の医療ニーズに十分に応えられているとは言い難い状況となっています。住民の

生活を守るため、これまでの健康づくり関連の施策を医療機関等との連携を強化し

ながら、病気の予防から治療、回復までの一貫した保健・医療体制の構築が求めら

れています。 

 また、南海トラフ地震に対応する医療救護体制を確保するため、「須崎市災害医療

実務担当者ネットワーク会議」を設置し、関係機関で協議を行うなど、南海トラフ

地震に備え、災害時における医療救護活動が可能となるよう、関係機関との医療救

護体制の強化が必要となっています。 

＜方針＞ 

住民の身近で適切な医療の確保を可能とする医療体制を関係機関と連携、協力し

整備を進めるとともに、休日や夜間の救急医療体制についても高岡郡医師会と在宅

当番医制や病院群輪番制を継続します。 

また、南海トラフ地震に備え、災害における医療救護活動が可能となるよう、引
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き続き、関係機関と「須崎市災害医療実務担当者ネットワーク会議」での協議を深め、

医療救護体制の強化を図ります。 

 

 

３．長寿・介護施策の推進 

１ 自立支援、介護予防の推進 

＜現状や課題＞ 

介護予防の普及啓発を図るため、介護予防教室として「ゆうゆう大学」の実施や、

市内に約 70カ所ある住民が主体となった地域の集いの支援等に取り組んできました。 

 高齢期を元気でいきいきと自分らしく暮らすためには、お互いが支えあう地域づく

りや、高齢期を迎える前からの健康の保持・増進が重要であり、若い世代から健康に

関心を持つ啓発や、趣味・サークル活動等の周知など、関係機関等との連携した取り

組みが必要となっています。 

＜方針＞ 

生活機能の維持・向上を図り、高齢者が自ら介護予防活動に参加できるよう、健康

相談や生涯大学などの機会を利用し、介護予防に関する知識の普及、啓発に努めます。 

また、介護予防教室の開催や、介護予防に資する地域の集いの支援を引き続き取り

組みます。 

 

２ 介護事業の推進 

＜現状や課題＞ 

認知症高齢者や認知症が疑われる方、またその家族への支援として「認知症初期集

中支援チーム」を配置し、認知症になってもできる限り住み慣れた地域で暮らし続け

るための支援体制を構築しました。 

また、高齢者の権利擁護のため、高齢者虐待防止についての研修等の実施、成年後

見制度の利用促進や、社会福祉協議会における日常生活自立支援事業の周知啓発を行

ってきました。 

しかしながら、急速な高齢化や核家族化の進展により、高齢者が高齢者を介護し、

また介護期間が長期化するなど、家族介護者の精神的・肉体的負担が増しており、関

係機関と連携して見守り、支える体制づくりが必要となっています。 

＜方針＞ 

関係機関との連携を図りながら、医療・介護・予防・住まい・生活支援が確保され

る地域包括ケアシステム構築のため、推進協議会の開催や、移動手段の確保等の課

題解決に取り組みます。  

                             
 地域包括ケアシステムとは、要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続

けることができるよう、住まい・医療や介護等の支援が一体的に提供されるシステムのこと

です。 
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第３章 人と人が行き交う活力のあるまち 

１．産業振興の推進と拡大 

１ 農林水産業の振興 

＜現状や課題＞ 

農林水産業は本市の主要産業であり、いずれの産業においても担い手の確保・育

成が課題のなか、これまで新規就業体制の構築に努めてきましたが、県内の中山間

地域の衰退と同様に、本市においても人口減少による地域経済の縮みも相まって、

目標に掲げた担い手の確保には至っていません。 

今後は、本市の一次産業の強みを生かした生産体制の確立と地産外商を戦略の柱

に、「新たな付加価値の創造」を促す仕組みを創り出す必要があります。 

＜方針＞ 

農業では、引き続き、農業共同利用施設等の導入を進め、土地改良により農用地

の高度利用と省力化を図るとともに、農業経営の合理化、近代化を目指します。ま

た、集落営農の育成など担い手対策を推進します。 

林業では、森林組合との連携をさらに強化し、適切な森林整備を進めるとともに、

木材資源の有効な利活用を推進し、担い手の確保・育成に努めます。 

水産業では、引き続き、水産資源の維持増大、資源管理型漁業の推進及び漁業所

得の向上とその安定に努めます。また、さらなる養殖技術向上と鮮度管理を図り、

ブランド化により付加価値を高めることで、須崎の魚の知名度をより一層高められ

るように努めます。 

 

２ 商工業の振興 

＜現状や課題＞ 

 商工会議所等との連携を強化し、魅力ある商業空間の形成に取り組んでおり、ふ

るさと納税が順調に増加してきたことから、返礼品の受注増による活況が出てきて

いますが、ふるさと納税制度の改正による影響が予想されており、引き続きふるさ

と納税制度の受け入れ拡大に向けた取り組みを行うとともに、新たな地域経済の活

性化に向けた施策が必要となっています。 

＜方針＞ 

引き続き、商工会議所等と連携し、地域経済の活性化に結び付けるための施策を

行うとともに、新商品の開発、売上げ増加につながる取り組みを進めます。 
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３ 雇用の創出、確保 

＜現状や課題＞ 

長引く景気の低迷により、地方における企業の投資意欲は低い状況が続いていま

すが、就労機会を増やすためにも、本市の農産品や鮮魚等の外販拡大に努めるとと

もに、企業の進出、拡大の支援を継続して行う必要があります。 

今後も未利用地や空き家の活用を積極的に検討しながら、企業誘致に向けた取り

組みを進める必要があります。 

＜方針＞ 

引き続き、商工会議所等と連携して地域産業の振興を図りつつ、雇用の増大に努

め、新たな事業展開、創業に向けた取り組みを支援していきます。 

また、県内有数の良港である須崎港など本市の特色や強みを活かした企業誘致活

動を継続して行い、働く場所の創出に繋げていきます。 

 

 

２．観光振興の推進 

１ 海洋スポーツパーク施設の活用 

＜現状や課題＞ 

「須崎市海洋スポーツパーク構想」のもと、海上アスレチックを核とした海洋ス

ポーツ体験プログラムを実施しており、今後も海洋スポーツ体験者の増加に向けた

取り組みを進める必要があります。 

また、常設カヌーコースや艇庫、トレーニング棟、管理棟等の整備により、国内

大会の誘致や海外チーム、県内外の大学、高校の合宿受け入れを行っていますが、

宿泊施設の不足と食事の提供が課題となっています。 

また、オリンピック・パラリンピック後もカヌー合宿地として定着するよう、Ｐ

Ｒを継続する必要があります。 

＜方針＞ 

大島地区に設置した海上アスレチックを核とした「コモドウラノウチ」のさらな

る集客を図るとともに、減少しているドラゴンカヌー大会の参加者の増加と、オー

プンウォータースイミング大会の規模拡大を目指します。 

また、カヌー合宿においては、坂内地区に設置した 500ｍカヌーコースにより、

国内大会の誘致や県内外の合宿受入拡大を図るとともに、坂内体験学習施設の整備

により、修学旅行をはじめとする海洋スポーツ体験者数の増加を目指します。 

あわせて、選手などの宿泊施設の不足と食事の提供については、地域自主組織や

須崎市観光協会と連携し、対応策を検討、実施します。 
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２ 観光事業の推進と宿泊確保対策 

＜現状や課題＞ 

観光協会、関連団体、民間企業等と連携し、地域素材の磨き上げを行い、恵まれ

た自然環境を活かしたプログラムの充実を図っており、また、平成 28 年度開催の

地域博覧会「奥四万十博」を契機に、地域の枠組みを越えた広域観光を推進してい

ます。 

また、教育旅行における関係者の関心の高い民泊については、修学旅行の誘致や

体験をあわせた民泊事業を推進するなど、滞在型観光への展開にも取り組んでいま

すが、受入家庭が固定化しており、受入数増加のためにも受入家庭の拡大が必要と

なっています。 

＜方針＞ 

須崎市観光協会法人化による体制の拡充、強化により、積極的な観光情報の収集、

発信を行います。 

また、民泊受入家庭の拡大を図るとともに、地域自主組織等を活用した受入家庭

の調整の検討を進めます。 

 

３ 須崎市プロモーション活動の推進 

＜現状や課題＞ 

ご当地キャラクター「しんじょう君」の活動を推進するとともに、「鍋焼きラーメ

ン」などの地域特産品のＰＲ活動や、高知県・観光団体等と連携を図り、各地で開

催される高知県フェア等の催しに参加するなど、本市のＰＲ活動に取り組んでおり、

今後は、「しんじょう君」の情報発信力を生かして、ふるさと納税をはじめ様々な事

業と効果的に連携していく必要があります。 

＜方針＞ 

「しんじょう君」のプロモーションについては、アジア圏を含めたアニメ事業や、

「ｅスポーツ」事業への展開を進めており、引き続き、しんじょう君を起点とした

須崎市のＰＲに努めます。また、県内観光団体との連携を図るとともにＳＮＳ等で

の情報発信を行っていきます。  

                             
 ｅスポーツとは、「electronic sports」の略で、広義には、電子機器を用いて行う娯楽、競

技、スポーツ全般を指す言葉であり、コンピューターゲーム、ビデオゲームを使った対戦を

スポーツ競技として捉える際の名称です。 
 ＳＮＳとは、「Social Networking Service」の略で、インターネットを介して人と人との交

友関係を構築できる Webサービスの総称です。 
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第４章 地域に元気があり活動が盛んなまち 

１．地域活性化への取組 

１ 集落活性化の取組 

＜現状や課題＞ 

過疎高齢化により地域の担い手が少なくなる一方、集落ごとに多様な課題に直面

していることから、高知県と連携し集落活動センター設立に取り組んでおり、安和

地区の集落活動センターでは、耕作放棄地対策や高齢者サロン、保育園と小学校へ

の支援活動や移住促進に住民自ら取り組んでいます。 

また、公民館の地域自主組織での運営を始めた浦ノ内地区では、スポーツセンタ

ーや海洋スポーツパーク施設などの利用者への食事の提供や、食害対策として駆除

した鳥獣を使ったジビエ事業、あったかふれあいサロンの受託に合わせて、「集落活

動センターうらのうち」を開所しました。 

引き続き、地域自主組織の公民館運営と連携しながら、集落活動センター事業に

ついての住民理解を深めていく必要があります。 

＜方針＞ 

安和地区や浦ノ内地区での集落活動センターのように、地域の特色を活かした活

動を行うため、持続可能な運営ができる組織作りを行うとともに、地域自主組織な

ど地域の関係団体等と連携しながら集落の活性化を進めます。 

 

２ 住民自治の推進、行政との関係 

＜現状や課題＞ 

公民館が地域コミュニティの連携拠点となり、「須崎市自治基本条例」に沿った

「住民が主役のまちづくり」の実現に向け、公民館単位での地域自主組織づくりを

進めてきましたが、市内全域での組織化に至っていないため、引き続き住民が主体

の地域活動を行うための地域自主組織の設置を目指します。 

＜方針＞ 

市内全域での地域自主組織の実現に向け、各地区の実情や課題を整理し、解決に

向けた支援を行っていきます。 

また、住民と行政がそれぞれ役割を担うことで、地域自主組織が活動を継続して

行うことができる体制づくり、運営方法をあわせて検討していきます。 
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３ 移住定住の促進 

＜現状や課題＞ 

本市への移住相談件数・移住者数も順調に推移しており、奥四万十地域各市町の

取り組みの情報共有と関係人口創出を目的とした奥四万十地域移住定住促進協議

会による都市圏での移住イベント、体験ツアーを共同で開催し周知を進めています

が、移住者用住居の確保や市内事業者の事業継承・人手不足が課題となっており、

さらなる空き家活用と仕事・産業へとつながる移住定住の施策の展開が必要となっ

ています。 

＜方針＞ 

ＮＰＯを中心に、高知県移住促進・人材確保センターや奥四万十地域移住定住促

進協議会と連携し、さらに一段進んだ移住支援施策を進めます。また、空き家を市

の中間管理住宅として活用するなど、移住者用物件の確保にも取り組みます。 

 

 

２．人材の育成 

１ 地域の元気創造の取組 

＜現状や課題＞ 

須崎未来塾やビジネスプラン塾等により、地域人材の掘り起こしと地域リーダー

の育成を進めてきましたが、当初の目的を果たした須崎未来塾に続く、人材育成へ

の取り組み方法を検討する必要があります。 

また、地域住民が中心となり文化的手法によって地域の価値を創造する「現代地

方譚」では、アートイベントとして全国に認知、定着が進んでおり、今後はこれま

での開催により地域との関係性を深めた人材のさらなる活動への支援と、新たな人

材の発掘を行う必要があります。 

＜方針＞ 

各地域の活動を担う団体や須崎未来塾の卒塾生で組織する「須崎未来塾同創会」、

「ビジネスプラン塾」等、地域の元気を創造する人材を支援します。 

また、引き続き様々な学びの場を提供するための須崎的文化創造を進め、地域で

の人材育成に努めます。   

 

 

 

 

  



 

46 

第５章 人を思いやり豊かな心を育むまち 

１．人権の尊重 

１ 人権を尊重し、あらゆる差別をなくす社会づくり 

＜現状や課題＞ 

部落問題をはじめとして、女性、子ども、高齢者、障害児・者、外国人等に対す

る人権問題に目を向け、人権尊重の社会づくりにつながるための施策を推進してき

ました。 

人権に関する教育・啓発は、学校や地域社会、関係機関・団体等の連携のもとで

進められ、人権課題の解決に向けた取り組みは一定の成果を得ていますが、いまだ

に多くの課題が残されています。 

また、最近の社会情勢の変化や人権を取り巻く環境が複雑・多様化してきている

なか、インターネット上での人権侵害や犯罪被害者、ＬＧＢＴなどについて、新た

な施策が必要となっています。 

＜方針＞ 

「人権尊重の社会づくり」の実現に向け、「部落差別をなくする運動」強調旬間、

「人権週間」での全体講演会の開催や、人権擁護委員と協力しながら「人権フェス

タ」などの活動を継続し、須崎市人権施策総合計画に基づき、人権教育や人権啓発

を積極的に推進します。 

 

 

２．教育の充実 

１ 学校教育の推進と充実 

＜現状や課題＞ 

教職員の資質や指導力の向上を目指した学校の取り組みにより、全国学力・学習

状況調査の結果は向上していますが、新学習指導要領で示されている主体的・対話

的で深い学びの実現に向けた授業改善と、研修会等の内容の充実を図る必要があり

ます。 

また、不登校率が減少していないなか、個々の要因は多様化しており、学校と関

係機関・家庭との連携が今後ますます重要となっています。 

あわせて、地域と連携し、職業観や勤労観を育む体験活動、工場見学などのキャ

リア教育による授業改善を進めており、全国学力・学習状況調査による児童生徒質

                             
 ＬＧＢＴとは、「Lesbian（レズビアン、女性同性愛者）」、「Gay（ゲイ、男性同性愛者）」、

「Biesexual（バイセクシュアル、両性愛者）」、「Transgender（トランスジェンダー、心と

体の性が一致しない人）」の頭文字をとった言葉で、セクシャル・マイノリティー（性的少

数者）の一部を指します。 
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問紙調査においても、『将来の夢や目標を持っている』生徒が全国平均を大きく上回

る結果となっています。今後は、否定的回答をしている児童生徒への個別の対応や、

体験活動を充実させるための内容の見直しが必要となっています。 

＜方針＞ 

保育園・幼稚園と学校教育との連携及び小学校間連携、小中学校間連携について

は、長期的な視点に立った教育課程の実施や、児童、生徒に関する情報共有、連携

を図るため取り組みを継続します。 

不登校やいじめについては、関係機関との連携等組織的な支援体制を整えます。 

職場体験などのキャリア教育では、夢や希望の持てる児童生徒の割合を増やすこ

とを目標とし、生きる力を育む教育を推進します。 

また、大学の研究機関等と連携し、未来に向けた人材育成など早い段階からの教

育の拡充も検討していきます。 

 

２ 教育環境の整備・充実 

＜現状や課題＞ 

少子化は急速に進行しており、学校の小規模化がますます進んでいくことは避け

られない状況です。 

しかし、学校教育では、児童生徒が集団の中で、多様な考え方に触れ、認め合い、

協力し、切磋琢磨しながら一人ひとりが資質、能力を伸ばしていくことが重要であ

り、適正規模の児童生徒が在籍する学校規模を確保することが必要となります。 

この間、校舎・体育館の耐震改修や普通教室へのエアコン設置などに取り組み、

教育環境の整備に努めてきましたが、さらなる充実が必要となっています。また、

新学習指導要領に則った学習内容に対応した条件整備も必須となっています。 

＜方針＞ 

適正規模を確保し、教育環境を整えるために小中学校の統合が不可欠であり、地

域住民や保護者の理解を得ながら進めます。また、児童生徒の教育環境の充実に向

け、特別教室などへのエアコン設置や学校教育の情報化推進に向けたＩＣＴ環境の

整備、トイレの洋式化、給食センターの建設など、施設整備への取り組みもあわせ

て推進します。 

 

３ 青少年が健全に育成できる環境づくり 

＜現状や課題＞ 

各公民館単位での青色回転灯装備車による自主防犯パトロールの実施や、青少年

育成センターが中心となり、地区で行われる祭り等への見回りにより、青少年の非

行防止の活動を進めてきましたが、通信技術やＳＮＳの発達により、インターネッ

ト上でのいじめや非行行為がみられるなど、これまでと違う新たな分野への対応が

必要となっています。 

また、ゲーム依存による不登校や引きこもりとなる児童生徒も増加しており、今
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後の課題となっています。 

＜方針＞ 

自主防犯パトロールの活動を引き続き行い、地域での子どもの見守りの充実を図

っていきます。また、ＳＮＳによるいじめを防ぐためにも、スマートフォンの正し

い使い方の普及に努め、これまで以上に青少年の健全育成や非行防止の施策を進め

ます。 

 

４ 生涯学習、生涯教育の推進 

＜現状や課題＞ 

生涯学習の充実・振興を図るため、公民館や社会教育団体と連携し、生涯学習の

まちづくりを進めていますが、引き続き広報・ホームページ等様々な方法により情

報発信を行い、学習の機会と市民の参加を増やすことが必要です。 

また、生涯にわたり読書に親しむ子どもを育成するための読書活動の推進につい

ては、乳児健診時からの読み聞かせの大切さを啓発し、絵本を手渡すブックスター

ト事業や、子どもの読書活動の推進役となる「子ども司書」の養成を図り、読書の

楽しさを伝えられる仕組みをつくっていますが、引き続き、家庭、保育所、小中学

校での読み聞かせや読書の時間を作り、生涯にわたり読書に親しむ子どもの育成を

行う必要があります。 

あわせて、老朽化、狭小である図書館の整備が必要となっています。 

＜方針＞ 

新たな市立図書館整備のため、市民の意見・思いをふまえた計画づくりを進めま

す。 

また、住民が参加しやすい生涯学習の場づくりに努めます。 

 

５ 生涯スポーツの推進 

＜現状や課題＞ 

「ＮＰＯ法人すさきスポーツクラブ」と連携して子どもから高齢者まで、それぞ

れの体力や年齢、目的に応じて“いつでも、どこでも、だれとでも、いつまでも”

スポーツに親しめる体制づくりを進めています。 

また、各種スポーツ活動の定着と継続を図るためスポーツ指導者の養成とその確

保に取り組むとともに、高齢者のスポーツ振興のため、公民館や健康に関する部署

と連携を図り、生涯スポーツの推進、健康増進、体力向上に取り組む必要がありま

す。 

＜方針＞ 

引き続き、住民の誰もがスポーツに親しむことができる環境整備と指導者の育成

に努めるとともに、各地域や個人でのスポーツによる市民の健康意識の醸成を図っ

ていきます。  
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３．文化の保存と伝承 

１ 文化財、地域文化の伝承、保存 

＜現状や課題＞ 

須崎市には、国指定の「大谷のクス」「土佐藩砲台跡」「鳴無神社」の文化財があ

り、また、「野見の潮ばかり」などの無形文化財についても、それぞれの地域と連携

し、保存、活用を図ってきましたが、維持管理のための費用の確保が課題となって

います。 

また、無形文化財については、少子化による踊り子の不足が懸念されており、保

存伝承に向けた地域文化の啓発などの取り組みが必要となっています。 

＜方針＞ 

文化財や伝統文化等の保存活用については、国や民間企業による補助金の活用を

引き続き行うとともに、踊り子などの後継者の育成、支援に努めます。 

また、「土佐藩砲台跡」の保存管理については、その方法について継続して検討を

進めます。 
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第６章 計画推進に向けて 

本計画を実効性のあるものとするため、基本計画に掲げるそれぞれの事業の実施計

画書を作成し、庁内全体での事業の進捗管理を行います。 

また、須崎市総合計画審議会において、これらの内容について年１回以上の検証、

協議を行い、各事業の取り組みについてＰＤＣＡサイクルによる改善を図っていくこ

とで、本計画がより効果的なものとなるよう努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

須崎市総合計画 
 

発行年月：令和元年 12月 

発 行：須崎市 

編 集：須崎市役所 企画政策課 

住 所：〒785-8601 高知県須崎市山手町１番７号 

電 話：0889-42-5691 

F A X：0889-42-7320 

 


